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[bookmark: _Toc215215376]調査の概要

[bookmark: _Toc215215377]調査の目的
本調査は、令和６年度における大阪府域の産業廃棄物の排出及び処理等の状況を把握するとともに、排出量等の将来予測を行うことにより、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下、「廃棄物処理法」という。）に基づき策定した「大阪府循環型社会推進計画（以下「現計画」という。）」の令和７年度における目標の達成状況の検証並びに次期計画の策定に必要な基礎資料を得ることを目的とする。
なお、本調査は、「産業廃棄物排出・処理実態調査指針」（環境省、平成22年）に準拠して実施した。


[bookmark: _Toc91411489][bookmark: _Toc215215378]調査に関する基本的事項
１．調査対象期間
令和６年４月１日から令和７年３月31日までの１年間

２．調査対象廃棄物
調査対象廃棄物は、廃棄物処理法及び同法施行令に規定する産業廃棄物（特別管理産業廃棄物を含む）とし、表 １-２‑１に示す分類に区分した。

[bookmark: _Ref57795423]表 １-２‑１　調査対象廃棄物（その１）
	産業廃棄物の分類

	①燃え殻
②汚泥（有機性汚泥、無機性汚泥）
③廃油（一般廃油、廃溶剤、固形油、油でい、油付着物類）
④廃酸
⑤廃アルカリ
⑥廃プラスチック類（廃プラスチック、廃タイヤ）
⑦紙くず
⑧木くず
⑨繊維くず
⑩動植物性残さ
⑪動物系固形不要物
⑫ゴムくず
⑬金属くず
⑭ガラスくず､コンクリートくず及び陶磁器くず
［注：本報告書では「ガラスくず等」と略した］
⑮鉱さい
⑯がれき類（コンクリート片、廃アスファルト、その他）
⑰動物のふん尿
⑱動物の死体
⑲ばいじん
⑳水銀廃棄物
㉑混合廃棄物




表 １-２‑１　調査対象廃棄物（その２）
	特別管理産業廃棄物の分類

	①廃油（揮発油類、灯油類、軽油類）
②廃酸（ｐＨが2.0以下の廃酸）
③廃アルカリ（ｐＨが12.5以上の廃アルカリ）
④感染性廃棄物
⑤廃石綿等
⑥特定有害廃棄物（廃石綿等を除く）



また、調査に当たって、有償物・副産物、発生時の廃棄物の種類等については、以下のとおり取り扱うこととした。

（１）法令上は廃棄物とされていないもの、いわゆる有償物（事業場内等で生じたものであって、中間処理されることなく、他者に有償で売却したもの及び他者に有償で売却できるものを自己利用したもの）については、今後の社会情勢等の変化によっては産業廃棄物となる可能性があるため、調査対象に含めた。
（２）紙くず、木くず（木製パレット、パレットへの貨物の積付けのために使用したこん包の木材を除く）、繊維くず、動植物性残さ、動物系固形不要物、動物のふん尿、動物の死体は、廃棄物処理法で産業廃棄物となる業種が指定されており、指定された業種以外で生じた上記廃棄物については、事業系一般廃棄物となるため、原則として調査対象から除外した。
（３）酸性またはアルカリ性を呈する廃水を、下水道または公共用水域へ放流することを目的として事業所で中和処理している場合は、中和処理後に生じた沈でん物（汚泥）を調査対象とした。
（４）事業場内で産業廃棄物を焼却処理した後に生じる燃え殻、ばいじんは、焼却処理前の産業廃棄物の種類（発生時の種類）で捉えた。
（５）汚泥については、排出時点（中間処理前）の量を発生量とした。


３．調査対象業種
調査対象業種は、「日本標準産業分類（令和５年７月改定）（総務省）」の業種区分を基本とし、表 １-２‑２に示す業種を調査対象とした。
また、調査対象業種の名称は、本報告書では略称で表記した。
[bookmark: _Ref57795643]
表 １-２‑２　調査対象業種
[image: ]

４．発生・排出及び処理状況
産業廃棄物等の発生・排出及び処理状況を、図 １-２‑１に示す流れ図にとりまとめた。
なお、この流れ図に用いた各項目の定義を、表 １-２‑３に示す。
[image: ]

[bookmark: _Ref57795715]図 １-２‑１　発生・排出及び処理状況の流れ図

[bookmark: _Ref57795753]
表 １-２‑３　発生・排出及び処理状況の流れ図に関する用語の定義
	[bookmark: _Toc91411490]項　目
	定　　　義

	(A)発生量
	事業場内等で生じた産業廃棄物量及び有償物量

	(B)有償物量
	(A)の発生量のうち、中間処理されることなく、他者に有償で売却した量

	(C)排出量
	(A)の発生量のうち、(B)の有償物量を除いた量

	(D)自己中間処理量
	(C)の排出量のうち、自ら中間処理した廃棄物量で処理前の量

	(E)自己中間処理後量
	(D)で中間処理された後の廃棄物量

	
	(E1)自己中間処理後再生利用量
	(E)の自己中間処理後量のうち、自ら利用したもの、又は他者に有償で売却した量

	
	(E2)自己最終処分量
	(I)の自己最終処分量のうち、自己中間処理後に自己最終処分された量

	
	(E3)委託中間処理量
	(L)の委託中間処理量のうち、自己中間処理後に委託中間処理された量

	
	(E4)委託直接最終処分量
	(O)の委託直接最終処分量のうち、自己中間処理後に委託直接最終処分された量

	
	(E5)その他量
	(J)のその他量のうち、自己中間処理後にその他となった量

	(F)自己減量化量
	(D)の自己中間処理量から(E)の自己中間処理後量を差し引いた量

	(G)自己未処理量
	(C)の排出量のうち、自己中間処理されなかった量

	
	(G1)自己未処理自己再生利用量
	(G)の自己未処理量のうち、他者に有償売却できないものを自ら利用した量

	
	(G2)自己最終処分量
	(I)の自己最終処分量のうち、自己未処理で自己最終処分された量

	
	(G3)委託中間処理量
	(L)の委託中間処理量のうち、自己未処理で委託中間処理された量

	
	(G4)委託直接最終処分量
	(O)の委託直接最終処分量のうち、自己未処理で委託直接最終処分された量

	
	(G5)その他量
	(J)のその他量のうち、自己未処理でその他となった量

	(H)搬出量
	(I)の自己最終処分、(J)のその他、(K)の委託処理量の合計

	(I)自己最終処分量
	自己の埋立地に処分した量

	(J)その他量
	保管されている量、又は、それ以外の量

	(K)委託処理量
	中間処理及び最終処分を委託した量

	(L)委託中間処理量
	(K)の委託処理量のうち、処理業者等で中間処理された量

	(M)委託中間処理後量
	(L)で中間処理された後の廃棄物量

	
	(M1)委託中間処理後再生利用量
	(M)の委託中間処理後量のうち、処理業者等で自ら利用し又は他者に有償で売却した量

	
	(M2)委託中間処理後最終処分量
	(M)の委託中間処理後量のうち、最終処分された量

	(N)委託減量化量
	(L)の委託中間処理量から(M)の委託中間処理後量を差し引いた量

	(O)委託直接最終処分量
	(K)の委託処理量のうち、処理業者等で中間処理されることなく最終処分された量

	(P)委託最終処分量
	処理業者等で最終処分された量

	(Q)最終処分量
	排出事業者と処理業者等の最終処分量の合計

	(R)再生利用量
	排出事業者、処理業者等で再生利用された量

	(S)資源化量
	(B)の有償物量と(R)の再生利用量の合計

	(T)減量化量
	排出事業者又は、処理業者等の中間処理により減量された量



[bookmark: _Toc215215379]
調査の方法
１．調査方法の概要
本調査は、排出事業者に対するアンケート調査と既存資料に基づく資料調査により実施した。調査方法の概要を、表 １-３‑１に示す。標本調査を実施した業種については、原単位法により調査対象全体の発生量等の推計値を算出した。標本調査方法の詳細は、２．標本調査について（３）発生原単位の算出と調査対象全体の発生量の推計方法に示す。
アンケート調査によって得られた産業廃棄物の発生及び処理状況に関する内容（集計値）と産業廃棄物の発生量に関連した指標（活動量指標：従業者数、製造品出荷額等）を基に、府域における産業廃棄物の発生量等の推計を行うものである。
なお、調査にあたっては、業種（発生事業場）の特性等を勘案し、表 １-３‑１に示す調査方法を基本とした。

[bookmark: _Ref57795940]表 １-３‑１　調査方法の概要
	業種
	調査方法
	備考

	
	アンケート調査
	資料調査
	

	
	全数調査
	標本調査
	
	

	農業
	
	
	○
	動物のふん尿、農業用廃プラスチックについて、既存の資料を用いて調査を行った

	鉱業
	
	○
	○
	汚泥のみ、既存の資料を用いて調査を行った。

	建設業
	
	○
	
	

	製造業
	
	○
	
	

	電気･水道業
	○
	
	
	

	情報通信業
	
	○
	
	

	運輸業･郵便業
	
	○
	
	

	卸売業・小売業
	
	○
	
	

	物品賃貸業
	
	○
	
	

	学術研究・専門業
	
	○
	
	

	宿泊業・飲食業
	
	○
	
	

	生活関連業
	
	○
	
	

	教育・学習業
	
	○
	
	

	医療・福祉
	
	○
	
	

	サービス業
	
	○
	
	


注1)全数調査とは、産業廃棄物の発生量及び処理状況の実態をより正確に把握するため、特定の業種あるいは事業所等を調査対象として全数を抽出・回収し、その発生量及び処理状況の実績量を把握する方法。
注2)標本調査とは、調査対象業種の一部を抽出してアンケート調査を行い、調査対象業種の活動量指標値当たりの発生量（発生原単位）を作成し、その排出原単位に当該業種全体の活動量指標値を乗ずることにより、当該業種全体の発生量等の実績量を推計して把握する方法。
注3)資料調査とは、関係部局等が調査した発生原単位等の資料を用いて発生量等の実績量を把握する方法。


２．標本調査について
（１）標本抽出方法
標本の抽出は、産業廃棄物関連データ（多量排出事業者の産業廃棄物処理実施状況報告書）を基に多量排出事業者を抽出するとともに、事業所募集団データベースを用いて、表 １-３‑２に示すとおり、従業員数を規模別に分類して有意に抽出した。
[bookmark: _Ref57796050]表 １-３‑２　標本抽出方法
[image: ]
（２）アンケート調査票
各業種における産業廃棄物の排出及び処理の特性を考慮して、以下に示す４区分の業種別に調査票を作成した。調査票は、主として事業所の調査年度（令和６年度）における産業廃棄物の排出・処理状況と活動量指標値に関する設問から構成される（調査票の詳細は巻末資料参照）。
　①建設業
　②上水道業
　③下水道業
　④上記以外の業種（製造業等）


（３）発生原単位の算出と調査対象全体の発生量の推計方法
（ア）推計の考え方
発生量全体の推計手法の流れを、図 １-３‑１に示す。
調査対象全体の発生量は、資料調査、標本調査、全数調査による業種別、種類別の発生量の合計により算出した。
資料調査及び全数調査では、実数値を集計して算出した。標本調査では、（イ）に示す発生原単位を用いて（ウ）に示す推計方法により算出した。

[image: ]以上、もしくは
1,000ｔ

[bookmark: _Ref57796107]図 １-３‑１　発生量の推計方法の概念図

（イ）発生原単位の算出
発生原単位は、活動量指標単位当たりの産業廃棄物発生量を示すものであり、アンケート調査等によって得られた標本の業種別、種類別の集計産業廃棄物発生量と業種別の集計活動量指標から、図 １-３‑２の①に示すＡ式により算出した。



（ウ）調査対象全体の発生量の推計方法
（イ）で算出した発生原単位と、業種別の調査対象全体（最新年度の母集団）における調査当該年度の活動量指標を用いて、図 １-３‑２の②に示すＢ式により調査対象全体の産業廃棄物の発生量を推計した。

	①発生原単位の算出
Ａ式　α＝Ｗ÷Ｏ　　　α：産業廃棄物の発生原単位
　　　　　　　　　　  　Ｗ：標本に基づく集計産業廃棄物発生量
　　　　　　　　　　　　Ｏ：標本に基づく集計活動量指標

②調査対象全体の発生量の推計方法
Ｂ式　Ｗ’=α×Ｏ’　Ｗ’：調査当該年度の推計産業廃棄物発生量
　　　　　　　　 　　　Ｏ’：調査当該年度の母集団の活動量指標


[bookmark: _Ref57796138]図 １-３‑２　発生原単位と発生量の推計方法


（４）活動量指標
業種別の活動量指標を、表 １-３‑３に示す。

[bookmark: _Ref57796235]表 １-３‑３　業種別の活動量指標
	業種
	活動量指標
	出典

	鉱業
	従業者数
	経済センサス 活動調査（総務省統計局）

	建設業
	元請完成工事高
	建設工事施工統計調査報告（国土交通省総合政策局）

	製造業
	製造品出荷額等
	経済構造実態調査（経済産業省）

	情報通信業
	従業者数
	経済センサス 活動調査（総務省統計局）

	運輸業・郵便業
	従業者数
	経済センサス 活動調査（総務省統計局）

	卸売業・小売業
	従業者数
	経済センサス 活動調査（総務省統計局）

	宿泊業・飲食業
	従業者数
	経済センサス 活動調査（総務省統計局）

	生活関連業
	従業者数
	経済センサス 活動調査（総務省統計局）

	教育・学習業
	従業者数
	経済センサス 活動調査（総務省統計局）

	医療・福祉
（病院）
	従業者数
（病床数）
	経済センサス 活動調査（総務省統計局）
（医療施設調査病院報告書：厚生労働省統計情報部）

	サービス業
	従業者数
	経済センサス 活動調査（総務省統計局）


[bookmark: _Toc444005481][bookmark: _Toc444193743][bookmark: _Toc57799854][bookmark: _Toc91411491]※活動量指標値：調査対象業種の廃棄物の発生量等をとらえるための事業活動の程度を示す各種経済指標等の統計データをいう。
[bookmark: _Toc215215380]
調査結果の利用上の留意事項
本調査結果を利用する際の留意事項については、以下のとおりである。
１．産業廃棄物の種類の区分について
本報告書では、排出から最終処分までの各段階における産業廃棄物の種類別の数量は、その排出時の産業廃棄物の種類ごとに取りまとめた。


２．単位と数値に関する処理
（１）単位に関する表示
本報告書では、図表の単位は「万ｔ／年」「ｔ／年」又は「万トン」のいずれかで表示し、文章中は、「１年間当たり」を略して「万トン」「トン」で記述する。

（２）報告書における数値の処理
本文に記載されている万トン表示及び構成比（％）の数値は、四捨五入の関係で合計値と個々の数値の計が一致しない場合がある。
[bookmark: _Toc91411492]なお、本文の図表及び巻末統計表の空欄は該当値がないものであり、「０」表示は、5,000トン未満である。

[bookmark: _Toc215215381]
標本抽出・回収結果
本調査では、事業所母集団データベースから15,210件を有意抽出し、アンケート調査を実施した。
回答のあった事業所数は、5,898件（回収率41.4％）であり、そのうち、産業廃棄物の排出実態のない事業所等からの回答を除いた有効回答数は、5,710件（37.5％）であった。
標本の抽出及び回収結果を、表 １-５‑１に示す。なお、表中の項目の説明は次のとおりである。
(A)調査対象事業所数：調査対象とした業種の府内全体の事業所数
(B)抽出事業所数　　：調査対象事業所よりアンケート対象として抽出した事業所数
(C)抽出率　　　　　：Ｂ÷Ａ×100
(D)回収事業所数　　：抽出事業所のうちアンケート調査への回答のあった事業所数
(E)回収率　　　　　：Ｄ÷（Ｂ－宛先不明）×100
(F)有効回答数　　　：事業所の転出・廃業又は建設業において｢府内元請工事の実績無し｣などの理由により無効となった調査票を除いた数
(G)集計活動量指標値：有効回答事業者の活動量指標の合計数
(H)集計廃棄物量　　：アンケート調査によって直接把握した産業廃棄物等の発生量の集計値
(I)推計廃棄物量　　：推計した産業廃棄物等の発生量の推計値
(J)捕捉率　　　　  ：発生量の推計値に対する集計値の割合（Ｈ÷Ｉ×100）






















[bookmark: _Ref57796690]
表 １-５‑１　標本抽出・回収結果
[image: ]
[bookmark: _Toc215215382]
調査結果の概要

[bookmark: _Toc91411488][bookmark: _Toc215215383]調査結果の概要
発生・排出及び処理の状況を、図 ２-１‑１に示す。
令和６年度中に発生した産業廃棄物の量は1,370万トンであり、有償物量の34万トンを除いた排出量は1,336万トンとなっている。
排出量のうち、脱水や焼却など中間処理された量は1,324万トン(排出量の99.1％)、中間処理を経ず直接再生利用された量は３万トン(同0.2％)、直接最終処分された量は９万トン(同0.7％)等となっている。一方、中間処理による減量化量は883万トン(同66.1％)で、中間処理後の再生利用量は413万トン(同30.9％)、最終処分量は28万トン(同2.1％)となっている。
令和６年度の排出量に対する再生利用の割合（以下、再生利用率という）は31.1％、減量化量の割合（以下、減量化率という）は66.1％、最終処分の割合（以下、最終処分率という）は2.8％となっており、前回調査の令和元年度と比較して再生利用率と最終処分率が減少し、減量化率が増加している。
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[bookmark: _Ref66718100]図 ２-１‑１　発生・排出及び処理の状況


[bookmark: _Toc215215384]
排出状況
業種別・種類別の排出量を、表 ２-２‑１に示す。
なお、動物系固形不要物及び13号廃棄物（処分するために処理したもの）の発生は確認できなかった。

[bookmark: _Ref57796949]表 ２-２‑１　業種別・種類別の排出量
[image: ]

１．業種別の排出状況
業種別の排出量を、図 ２-２‑１及び表 ２-２‑２に示す。
排出量1,336万トンを業種別にみると、電気・水道業が758万トン（排出量の56.7％）で最も多く、続いて、建設業が334万トン（同25.0％）、製造業が211万トン（同15.8％）の順となっており、この３業種で全体の97.5％を占めている。
業種別・種類別の排出量を、図 ２-２‑２に示す。
排出量の最も多い産業廃棄物を業種別にみると、電気・水道業では汚泥が排出量のほとんど（758万トン）を占めており、建設業では、がれき類が排出量の56.8％（190万トン）、製造業では汚泥が排出量の48.1％（101万トン）をそれぞれ占めている。
前回調査時（令和元年度）の排出量と比較すると、電気・水道業（下水道業）で増加し、建設業、農業で減少している。
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[bookmark: _Ref66718192]図 ２-２‑１　業種別の排出量

[bookmark: _Ref66718227]表 ２-２‑２　業種別の排出量
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[image: ]
[bookmark: _Ref67143475]図 ２-２‑２　業種別・種類別の排出量

２．種類別の排出状況
種類別の排出量を、図 ２-２‑３及び表 ２-２‑３に示す。
排出量1,336万トンを種類別にみると、汚泥が967万トン（排出量の72.4％）で最も多く、続いて、がれき類が193万トン（同14.4％）、廃プラスチック類が27万トン（同2.0％）、鉱さいが25万トン（同1.9％）、混合廃棄物が21万トン（同1.6％）の順となっており、この５種類で全体の92.3％を占めている。
種類別・業種別の排出量を、図 ２-２‑４に示す。
汚泥を最も多く排出している業種は電気・水道業であり、汚泥排出量の78.4％（758万トン）を占めている。がれき類では建設業が排出量の98.3％（190万トン）、廃プラスチック類では製造業が排出量の52.4％（14万トン）、混合廃棄物では建設業が排出量の61.2％（13万トン）、鉱さいでは製造業が排出量の99.4％（25万トン）をそれぞれ占めている。
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[bookmark: _Ref66718288]図 ２-２‑３　種類別の排出量

[bookmark: _Ref66718269]表 ２-２‑３　種類別の排出量
[image: ]
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[bookmark: _Ref67143567]図 ２-２‑４　種類別・業種別の排出量
[bookmark: _Toc215215385]
処理状況
１．処理状況の概要
産業廃棄物の発生・排出及び処理状況の概要を、図 ２-３‑１に示す。
令和６年度の処理状況をみると、排出量1,336万トンのうち、再生利用量は416万トン（排出量の31％）、中間処理による減量化量は883万トン(同66％)、最終処分量は37万トン（同3％）となっている。
発生・排出及び処理状況の詳細は、図 ２-３‑２に示す。
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[bookmark: _Ref57811851]図 ２-３‑１　発生・排出及び処理状況の概要


[image: ]
[bookmark: _Ref57815294]図 ２-３‑２　発生・排出及び処理状況の詳細流れ図





排出量に対する再生利用量、減量化量及び最終処分量の割合を、図 ２-３‑３（業種別）及び図 ２-３‑４（種類別）に示す。

[image: ]
[bookmark: _Ref57815306]図 ２-３‑３　業種別の再生利用率・減量化率・最終処分率

[image: ]
[bookmark: _Ref57817036]図 ２-３‑４　種類別の再生利用率・減量化率・最終処分率


２．再生利用の状況
再生利用量は416万トンであり、排出量の31.1％を占めている。
再生利用量を、図 ２-３‑５、図 ２-３-６及び表 ２-３‑１に示す。
業種別にみると、建設業が最も多く303万トン（再生利用量の72.9％）、続いて製造業が89万トン（同21.3％）の順となっており、この２業種で再生利用量全体の94.2％を占めている。
[bookmark: _Hlk66713294]また、種類別にみると、がれき類が188万トン（同45.3％）で最も多く、続いて、汚泥が105万トン（同25.2％）、鉱さいが24万トン（同5.7％）、廃プラスチック類が18万トン（同4.2％）の順となっており、この４種類で再生利用量全体の80.4％を占めている。
[image: ]
[bookmark: _Ref66718556]図 ２-３‑５　業種別の再生利用量　　　　図 ２-３‑６　種類別の再生利用量

[bookmark: _Ref66718610]表 ２-３‑１　業種別・種類別の再生利用量
[image: ]
業種別・種類別の再生利用量を、図 ２-３‑７及び図 ２-３‑８に示す。
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[bookmark: _Ref67143752]図 ２-３‑７　業種別・種類別の再生利用量

[image: ]
[bookmark: _Ref67143783]図 ２-３‑８　種類別・業種別の再生利用量





３．減量化の状況
中間処理による減量化量は883万トンであり、排出量の66.1％を占めている。
減量化量を、図 ２-３‑９、図 ２-３-１０及び表 ２-３‑２に示す。
業種別にみると、電気・水道業が最も多く749万トンで、減量化量全体の84.8％を占めている。
また、種類別にみると、汚泥が849万トンで減量化量全体の96.1％を占めている。
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[bookmark: _Ref66718730]図 ２-３‑９　業種別の減量化量　　　　　図 ２-３‑１０　種類別の減量化量

[bookmark: _Ref66718705]表 ２-３‑２　業種別・種類別の減量化量
[image: ]


業種別・種類別の減量化量を、図 ２-３‑１１及び図 ２-３‑１２に示す。
[image: ]
[bookmark: _Ref67143882]図 ２-３‑１１　業種別・種類別の減量化量

[image: ]
[bookmark: _Ref67143895]図 ２-３‑１２　種類別・業種別の減量化量


４．最終処分の状況
最終処分量は37万トンであり、排出量の2.8％を占めている。
最終処分量を、図 ２-３‑１３、図 ２-３-１４及び表 ２-３‑３に示す。
[bookmark: _Hlk66714341]業種別にみると、建設業が最も多く16万トン（最終処分量の44.2％）、続いて、製造業が13万トン（同36.3％）、電気・水道業が４万トン（同9.6％）の順となっており、この３業種で最終処分量全体の90.1％を占めている。
[bookmark: _Hlk66714384]また、種類別にみると、汚泥が13万トン（同34.7％）で最も多く、続いて、混合廃棄物が７万トン（同20.1％）、廃プラスチック類が５万トン（同12.5％）、がれき類が４万トン（同12.1％）、ガラスくず等が２万トン（同5.5％）、鉱さいが２万トン（同4.3％）の順となっており、この６種類で最終処分量全体の89.2％を占めている。
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[bookmark: _Ref66718782]図 ２-３‑１３　業種別の最終処分量　　　　図 ２-３‑１４　種類別の最終処分量

[bookmark: _Ref66718810]表 ２-３‑３　業種別・種類別の最終処分量
[image: ]
業種別・種類別の最終処分量を、図 ２-３‑１５及び図 ２-３‑１６に示す。
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[bookmark: _Ref67143979]図 ２-３‑１５　業種別・種類別の最終処分量

[image: ]
[bookmark: _Ref67143989]図 ２-３‑１６　種類別・業種別の最終処分量


５．広域移動の状況
（１）委託中間処理の状況
委託中間処理量は473万トンであり、排出量の35.4％を占めている。
地域別の委託中間処理量を、図 ２-３‑１７、図 ２-３‑１８及び表 ２-３‑４に示す。
委託中間処理量のうち、府内で処理された量は388万トン（委託中間処理量の82.0％）、府外で処理された量は85万トン（同18.0％）となっている。
府外で処理された量を地域別にみると、近畿地域が65万トンで最も多く（同13.7％）、続いて、中部・東海地域が８万トン（同1.7％）、中国地域が６万トン（同1.3％）の順となっている。
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[bookmark: _Ref66718894][bookmark: _Ref66718887]図 ２-３‑１７　地域別の委託中間処理量
[bookmark: _Ref66718858]表 ２-３‑４　地域別の委託中間処理量
  [image: ]
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図 ２-３‑１８８　産業廃棄物種類別の委託中間処理状況


（２）委託直接最終処分の状況
委託直接最終処分量は12万トンであり、排出量の0.9％を占めている。
地域別の委託直接最終処分量を、図 ２-３‑１９、図 ２-３‑２０及び表 ２-３‑５に示す。
委託直接最終処分量のうち、府内で処理された量は８万トン（委託直接最終処分量の67.5％）、府外で処理された量は４万トン（同32.5％）となっている。
府外で処理された量を地域別にみると、近畿地域が３万トンで最も多く、府外処理量の64.9％を占めている。
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[bookmark: _Ref66718996]図 ２-３‑１９　地域別の委託直接最終処分量


[bookmark: _Ref66719015]表 ２-３‑５　地域別の委託直接最終処分量
 [image: ]
※各地域に属する都道府県
北海道･東北：北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県
関　東：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県
北陸・信越：新潟県、富山県、石川県、福井県、長野県
中部・東海：長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県
近　畿：滋賀県、京都府、兵庫県、奈良県、和歌山県
中　国：鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県
四　国：徳島県、香川県、愛媛県、高知県
九州･沖縄：福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県


[image: ]
図 ２-３‑２０　産業廃棄物種類別の委託直接最終処分状況

[bookmark: _Toc215215386]
廃プラスチック類の排出･処理状況
[bookmark: _Hlk66715060]本調査では、廃プラスチック類についてマテリアルリサイクル、ケミカルリサイクル、サーマルリサイクルの状況や、焼却処理で発生するエネルギーの利用方法についても調査を行った。

１．業種別の排出状況
廃プラスチック類の業種別排出量を、図 ２-４‑１及び表 ２-４‑１に示す。
廃プラスチック類の排出量27万トンを業種別にみると、製造業が14万トン（排出量の52.4％）で最も多く、続いて、建設業が３万トン（同12.9％）となっている。
前回調査（令和元年度）と比較すると、建設業、製造業では減少しているが、運輸業・郵便業、卸売業・小売業、医療・福祉では増加している。
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[bookmark: _Ref66719111]図 ２-４‑１　廃プラスチック類の業種別排出量

[bookmark: _Ref66719083]表 ２-４‑１　廃プラスチック類の業種別排出量
[image: ]


業種別排出量の前回調査との比較を、図 ２-４‑２に示す。
[image: ]
[bookmark: _Ref67144127]図 ２-４‑２　業種別排出量の前回調査との比較



２．処理状況
廃プラスチック類の発生・排出及び処理状況を、図 ２-４‑３に示す。
廃プラスチック類の処理状況をみると、排出量27.4万トンのうち、再生利用量は17.6万トン（排出量の66％）、中間処理による減量化量は4.5万トン(同17％)、最終処分量は4.6万トン(同17％)となっている。
 [image: ]
[bookmark: _Ref66719144]図 ２-４‑３　廃プラスチック類の発生・排出及び処理状況の概要


排出量に対する再生利用量、減量化量及び最終処分量の割合を、図 ２-４‑４に示す。

[image: ]
[bookmark: _Ref66024795]図 ２-４‑４　業種別の再生利用率・減量化率・最終処分率

[bookmark: _Hlk66715505]処理状況の詳細を、図 ２-４‑５に示す。再生利用方法別にみると、燃料化が9.1万トン、マテリアルリサイクルが8.0万トン、ケミカルリサイクルが0.5万トンとなっている。焼却処理で発生するエネルギーを発電や熱利用しているのが2.2万トンとなっており、単純焼却の3.6万トンより少なくなっている。
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[bookmark: _Ref66022086]図 ２-４‑５　廃プラスチック類の処理状況
[bookmark: _Toc215215387]
特別管理産業廃棄物の排出･処理状況
１．業種別の排出状況
特別管理産業廃棄物の業種別排出量を、図 ２-５‑１及び図 ２-５‑２に示す。
[bookmark: _Hlk66715755]令和６年度における特別管理産業廃棄物の排出量は16.8万トンであり、業種別では製造業からの排出量が12.6万トン（排出量の74.9％）で最も多く、続いて医療・福祉からの排出量が3.7万トン（同22.2％）の順となっており、製造業と医療・福祉での２業種で全体の約97％を占めている。
製造業について産業中分類別に見ると、鉄鋼が5.5万トンで全体の32.5％と最も多く、続いて化学が3.4万トン（排出量の20.3％）、石油・石炭が1.8万トン（同10.7％）、金属が0.8万トン（排出量の4.6％）、電子部品が0.2万トン（同1.4％）の順となっている。
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[bookmark: _Ref66719205]図 ２-５‑１　業種別の排出量

[image: ]
[bookmark: _Ref66719256]図 ２-５‑２　産業中分類別の排出量


２．種類別の排出状況
[bookmark: _Hlk66715838]特別管理産業廃棄物の種類別排出量を、図 ２-５‑３及び表 ２-５‑１に示す。
排出量を特別管理産業廃棄物の種類別にみると、感染性廃棄物が3.8万トン（排出量の22.9％）で最も多く、続いて、ばいじん（有害）が3.5万トン（排出量の20.9％）、廃酸（pH2.0以下）が3.2万トン（同18.9％）、廃油（引火性）が3.0万トン（同17.8％）の順となっている。
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[bookmark: _Ref66719307]図 ２-５‑３　種類別の排出量

[bookmark: _Ref66719320]表 ２-５‑１　業種別・種類別の排出量
[image: ]


３．処理の状況
[bookmark: _Hlk66715933]特別管理産業廃棄物の処理状況を、図 ２-５‑４、図 ２-５-５及び表 ２-５‑２に示す。
特別管理産業廃棄物の排出量16.8万トンのほとんどが中間処理され、7.2万トンが再生利用されている。
再生利用量を種類別にみると、ばいじん（有害）が3.5万トン（再生利用量の48.1％）で最も多く、続いて、廃酸（pH2.0以下）が1.8万トン（同24.8％）、廃油（引火性）が1.0万トン（同13.6％）の順となっている。

[image: ]
[bookmark: _Ref66719394]図 ２-５‑４　種類別の中間処理量　　　　図 ２-５‑５　種類別の再生利用量

[bookmark: _Ref66719439]表 ２-５‑２　業種別・種類別の再生利用量
[image: ]



４．広域移動の状況
[bookmark: _Hlk66716729]特別管理産業廃棄物の広域移動状況を、表 ２-５‑３及び図 ２-５‑６に示す。
特別管理産業廃棄物の委託処理量は15.3万トンであり、委託先の地域別にみると、府内で処理された量は7.7万トン（委託処理量の50.4％）、府外で処理された量は7.6万トン（同49.6％）となっている。
府外で処理された量を地域別にみると、近畿地域が最も多く2.8万トン（同18.3％）で、続いて、四国地域が2.0万トン（同12.9％）の順となっている。
[bookmark: _Ref66719505]表 ２-５‑３　地域別の委託処理量 [image: ]
[image: ]
[bookmark: _Ref66719520]図 ２-５‑６　特別管理産業廃棄物の委託処理状況
[bookmark: _Toc215215388]
業種別の排出･処理状況の調査結果

[bookmark: _Toc215215389]建設業
　令和６年度の建設業における産業廃棄物の種類別排出量を図３-１-１、再生利用量を図３-１-２、最終処分量を図３-１-３に示す。
排出量は334万トンであり、がれき類が190万トン（排出量の56.8％）で最も多く、続いて汚泥が102万トン（同30.6％）、混合廃棄物が13万トン（同3.8％）、ガラスくず等が10万トン（同3.1％）となっており、この４種類で建設業全体の94.3％を占めている。
　再生利用量は、303万トン（排出量の90.8％）であり、がれき類が185万トン（再生利用量の61.2％）、続いて汚泥が86万トン（同28.3％）の順となっている。
　最終処分量は、16万トン（排出量の4.9％）であり、混合廃棄物が６万トン（最終処分量の33.7％）、続いて、がれき類が４万トン（同26.5％）、汚泥が３万トン（同16.7％）の順となっている。
[image: ]
[bookmark: _Ref66719593]図 ３-１‑１　建設業の種類別排出量

[image: ]
[bookmark: _Ref66719636]図 ３-１‑２　建設業の種類別再生利用量　　図 ３-１‑３　建設業の種類別最終処分量



発生・排出及び処理の概要を、図 ３-１‑４に示す。
また、排出量に対する再生利用量、減量化量及び最終処分量の割合を、図 ３-１‑５に示す。
[image: ]
[bookmark: _Ref67144377]図 ３-１‑４　建設業の発生・排出及び処理の概要

[image: ]
[bookmark: _Ref67144592]図 ３-１‑５　建設業の種類別の再生利用率・減量化率・最終処分率


発生・排出及び処理状況の詳細を、図 ３-１‑６に示す。


[image: ]
[bookmark: _Ref67144723]図 ３-１‑６　発生・排出及び処理状況の詳細流れ図（建設業）
[bookmark: _Toc215215390]
製造業
令和６年度の製造業における産業廃棄物の種類別排出量を図３-２-１、再生利用量を図３-２-２、最終処分量を図３-２-３に示す。
排出量は211万トンであり、汚泥が101万トン（排出量の48.1％）で最も多く、続いて鉱さいが25万トン（同11.9％）、廃プラスチック類が14万トン（同6.6％）、廃酸が13万トン（同6.3％）の順となっている。
再生利用量は、89万トン（排出量の42.1％）であり、鉱さいが24万トン（再生利用量の26.5％）、続いて、汚泥が12万トン（同14.0％）、廃プラスチック類が10万トン（同11.1％）の順となっている。
最終処分量は、13万トン（排出量の6.4％）であり、汚泥が６万トン（最終処分量の47.3％）、続いて、廃プラスチック類が２万トン（同15.0％）、鉱さいが２万トン（同11.7％）の順となっている。
[image: ]
[bookmark: _Ref66719754]図 ３-２‑１　製造業の種類別排出量

[image: ]
[bookmark: _Ref66719775]図 ３-２‑２　製造業の種類別再生利用量　　図 ３-２‑３　製造業の種類別最終処分量



発生・排出及び処理の概要を、図 ３-２‑４に示す。
また、排出量に対する再生利用量、減量化量及び最終処分量の割合を、図 ３-２‑５に示す。
[image: ]
[bookmark: _Ref67144801]図 ３-２‑４　製造業の発生・排出及び処理の概要

[image: ]
[bookmark: _Ref67144811]図 ３-２‑５　製造業の種類別の再生利用率・減量化率・最終処分率


発生・排出及び処理状況の詳細を、図 ３-２‑６に示す。

[image: ]
[bookmark: _Ref67144899]図 ３-２‑６　発生・排出及び処理状況の詳細流れ図（製造業）

製造業における産業中分類別の排出量を図３-２-７、表３-２-１、再生利用量を図３-２-８、表３-２-２、最終処分量を図３-２-９、表３-２-４に示す。
排出量については、化学が46万トン（排出量の21.6％）で最も多く、続いて、鉄鋼が40万トン（同19.2％）、食料品が34万トン（同16.1％）、パルプ・紙が19万トン（同9.1％）の順となっている。
再生利用量については、鉄鋼業が33万トン（再生利用量の37.6％）で最も多く、続いて、窯業・土石が11万トン（同12.2％）、食料品が８万トン（同9.4％）の順となっている。
最終処分量については、金属が4.2万トン（最終処分量の31.2％）で最も多く、続いて鉄鋼が2.1万トン（同15.6％）、化学が1.5万トン（同10.9％）、輸送機器が0.8万トン（同6.2％）の順となっている。
[image: ]
[bookmark: _Ref66719831]図 ３-２‑７　製造業の業種中分類別排出量
[image: ]
[bookmark: _Ref66719851]図 ３-２‑８ 製造業の業種中分類別再生利用量　図 ３-２‑９ 製造業の業種中分類別最終処分量


[bookmark: _Ref67145175]
表 ３-２‑１　製造業の業種中分類別排出量
[image: ]

[bookmark: _Ref67145205]表 ３-２‑２　製造業の業種中分類別再生利用量
[image: ]
[bookmark: _Ref67145234]
表 ３-２‑３　製造業の業種中分類別減量化量
[image: ]

[bookmark: _Ref67145252]表 ３-２‑４　製造業の業種中分類別最終処分量
[image: ]
[bookmark: _Toc215215391]
電気・ガス・熱供給・水道業
　令和６年度の電気・水道業における産業廃棄物の種類別排出量を図３-３-１、再生利用量を図３-３-２、最終処分量を図３-３-３に示す。
排出量は758万トンであり、汚泥が758万トンで電気・水道業における排出量のほぼ100％を占めている。
　再生利用量は、5.6万トン（排出量の0.7％）であり、汚泥が最も多く5.6万トンであり再生利用量の98.9％を占めている。
　最終処分量は、3.5万トン（排出量の0.5％）であり、そのほとんどが汚泥である。

 [image: ]
[bookmark: _Ref66719928]図 ３-３‑１　電気・水道業の種類別排出量

[image: ]
[bookmark: _Ref66719948]図 ３-３‑２　電気・水道業の種類別再生利用量　図 ３-３‑３　電気・水道業の種類別最終処分量


発生・排出及び処理の概要を、図 ３-３‑４に示す。
また、排出量に対する再生利用量、減量化量及び最終処分量の割合を、図 ３-３‑５に示す。
[image: ]
[bookmark: _Ref67425201]図 ３-３‑４　電気・水道業の発生・排出及び処理の概要

[image: ]
[bookmark: _Ref67145439]図 ３-３‑５　電気・水道業の種類別の再生利用率・減量化率・最終処分率


電気・水道業の発生・排出及び処理状況の詳細を、図 ３-３‑６に示す。


[image: ]
[bookmark: _Ref67145510]図 ３-３‑６　発生・排出及び処理状況の詳細流れ図（電気・水道業）

上水道業の発生・排出及び処理状況の詳細を、図 ３-３‑７に示す。

[image: ]
[bookmark: _Ref67145568]図 ３-３‑７　発生・排出及び処理状況の詳細流れ図（上水道業）

下水道業の発生・排出及び処理状況の詳細を、図 ３-３‑８に示す。

[image: ]
[bookmark: _Ref67145586]図 ３-３‑８　発生・排出及び処理状況の詳細流れ図（下水道業）
[bookmark: _Toc215215392]
その他の業種
　その他の業種（建設業、製造業、電気・ガス・熱供給・水道業以外の業種）の処理状況を、表 ３-４‑１に示す。

[bookmark: _Ref66720056]表 ３-４‑１　その他の業種の排出量・再生利用量・最終処分量
[image: ]


令和６年度のその他の業種における産業廃棄物の種類別排出量を図３-４-１、再生利用量を図３-４-２、最終処分量を図３-４-３に示す。
排出量は34万トンであり、廃プラスチック類が9.2万トン（排出量の27.3％）で最も多く、続いて汚泥が5.2万トン（同15.5％）、混合廃棄物が4.8万トン（同14.1％）、感染性廃棄物が3.8万トン（同11.3％）の順となっている。
　再生利用量は、19万トン（排出量の54.8％）であり、廃プラスチック類が5.7万トン（再生利用量の30.6％）、続いて混合廃棄物が3.2万トン（同17.2％）、動物のふん尿が2.8万トン（同14.9％）の順となっている。
　最終処分量は、3.7万トン（排出量の10.9％）であり、廃プラスチック類が1.4万トン（最終処分量の37.8％）、続いて混合廃棄物が0.9万トン（同23.9％）、感染性廃棄物が0.4万トン（同10.4％）の順となっている。
[image: ]
[bookmark: _Ref66720086]図 ３-４‑１　その他の業種の種類別排出量

[image: ]
[bookmark: _Ref66720107]図 ３-４‑２ その他の業種の種類別再生利用量　図 ３-４‑３ その他の業種の種類別最終処分量


発生・排出及び処理の概要を、図 ３-４‑４に示す。
　また、排出量に対する再生利用量、減量化量及び最終処分量の割合を、図 ３-４‑５に示す。
 [image: ]
[bookmark: _Ref67145664]図 ３-４‑４　その他の業種の発生・排出及び処理の概要

[image: ]
[bookmark: _Ref67145673]図 ３-４‑５　その他の業種の種類別の再生利用率・減量化率・最終処分率


発生・排出及び処理状況の詳細を、図 ３-４‑６に示す。


[image: ]
[bookmark: _Ref67145789]図 ３-４‑６　発生・排出及び処理状況の詳細流れ図（その他の業種）

農業の発生・排出及び処理状況の詳細を、図 ３-４‑７に示す。

[image: ]

[bookmark: _Ref67145934]図 ３-４‑７　発生・排出及び処理の状況（農業）


鉱業の発生・排出及び処理状況の詳細を、図 ３-４‑８に示す。

[image: ]

[bookmark: _Ref67145989]図 ３-４‑８　発生・排出及び処理の状況（鉱業）


情報通信業の発生・排出及び処理状況の詳細を、図 ３-４‑９に示す。

[image: ]

[bookmark: _Ref67146023]図 ３-４‑９　発生・排出及び処理の状況（情報通信業）


運輸業・郵便業の発生・排出及び処理状況の詳細を、図 ３-４‑１０に示す。

[image: ]

[bookmark: _Ref67146057]図 ３-４‑１０　発生・排出及び処理の状況（運輸業・郵便業）


卸売業・小売業の発生・排出及び処理状況の詳細を、図 ３-４‑１１に示す。

[image: ]

[bookmark: _Ref67146106]図 ３-４‑１１　発生・排出及び処理の状況（卸売業・小売業）


物品賃貸業の発生・排出及び処理状況の詳細を、図 ３-４‑１２に示す。

[image: ]

[bookmark: _Ref67146134]図 ３-４‑１２　発生・排出及び処理の状況（物品賃貸業）


学術研究・専門業の発生・排出及び処理状況の詳細を、図 ３-４‑１３に示す。

[image: ]

[bookmark: _Ref67146177]図 ３-４‑１３　発生・排出及び処理の状況（学術研究・専門業）


宿泊業・飲食業の発生・排出及び処理状況の詳細を、図 ３-４‑１４に示す。

[image: ]

[bookmark: _Ref67146202]図 ３-４‑１４　発生・排出及び処理の状況（宿泊業・飲食業）

[bookmark: _Hlk67146349]
生活関連業の発生・排出及び処理状況の詳細を、図 ３-４‑１５に示す。

[image: ]

[bookmark: _Ref67146235]図 ３-４‑１５　発生・排出及び処理の状況（生活関連業）


教育・学習業の発生・排出及び処理状況の詳細を、図 ３-４‑１６に示す。

[image: ]

[bookmark: _Ref67146331]図 ３-４‑１６　発生・排出及び処理の状況（教育・学習業）


医療・福祉の発生・排出及び処理状況の詳細を、図 ３-４‑１７に示す。

[image: ]

[bookmark: _Ref67146393]図 ３-４‑１７　発生・排出及び処理の状況（医療・福祉）


サービス業の発生・排出及び処理状況の詳細を、図 ３-４‑１８に示す。

[image: ]

[bookmark: _Ref67146442]図 ３-４‑１８　発生・排出及び処理の状況（サービス業）

[bookmark: _Toc215215393]
将来推計

[bookmark: _Toc215215394]将来推計の方法
令和12年度及び令和17年度における産業廃棄物等の発生量は、令和６年度の排出・処理状況に関する実態調査により得られた業種別・種類別の発生原単位に、表 ４-１‑１に示す活動量指標を乗じて推計した。

　　将来発生量 ＝ （発生原単位） × （活動量指標の将来推計値）

なお、農業については現状のまま推移するとし、上水道業、下水道業は事業者において想定されている将来排出量を用いた。

１．活動量指標
建設業の活動量指標値は、過去５年間の年度工事費出来高ベース（建築着工統計）の推移を踏まえて設定した。製造業の活動量指標値は、過去５年間の製造品出荷額等の推移を踏まえて産業中分類別に設定した。鉱業などの活動量指標値は、2014年、2016年、2018年の経済センサスの従業者数のトレンドに適合度の高い回帰式で産業中分類別に予測した。また、病院の活動量指標は、過去10年間の病床数の推移を踏まえて設定した。なお、建設業及び製造業については、活動量指標に金額を用いているため、デフレータによる物価補正を行った。

２．処理状況
産業廃棄物の処理方法や中間処理における残さ率等は、令和６年度と同一として再生利用量、減量化量、最終処分量を算出した。
[bookmark: _Ref67146487]表 ４-１‑１　将来推計に用いた活動量指標
	業種
	活動量指標
	活動量指標の伸び率

	
	
	令和12年度
	令和17年度

	農業
	指標設定せず
	1.00（現状のまま推移）
	1.00（現状のまま推移）

	鉱業
	従業者数
	1.00
	1.00

	建設業
	年度工事費出来高ベース
	1.04
	1.07

	製造業
	製造品出荷額（中分類）
	全体として0.97
	全体として0.95

	電気・水道業
	従業者数
※上水道業、下水道業は、事業者が想定している将来排出量を使用
	電気：1.00
ガス：0.99
熱供給：0.99
	電気：1.00
ガス：1.09
熱供給：0.97

	情報通信業
	従業者数
※医療・福祉のうち、病院については「病床数」
	全体として1.03
	全体として1.06

	運輸業･郵便業
	
	全体として1.01
	全体として1.01

	卸売業･小売業
	
	全体として1.00
	全体として1.01

	物品賃貸業
	
	1.05
	1.08

	学術研究・専門業
	
	全体として1.05
	全体として1.09

	宿泊業・飲食業
	
	1.01
	1.02

	生活関連業
	
	0.98
	0.96

	教育・学習業
	
	1.01
	1.03

	医療・福祉
	
	病院を除く1.00
※病院は0.99
	病院を除く1.01
※病院は0.99

	サービス業
	
	1.01
	1.01



[bookmark: _Toc215215395]
排出量の将来推計値
排出量の推計結果は、図 ４-２‑１、図 ４-２‑２及び表 ４-２‑１、表 ４-２‑２に示す。令和６年度の排出量1,336万トンに対して、令和12年度の排出量は1,340万トン（令和６年度比1.00倍、増加量４万トン）、令和17年度の排出量は1,337万トン（令和６年度比1.00倍、増加量１万トン）と推計された。

[image: ]
[bookmark: _Ref62313375]図 ４-２‑１　排出量の将来推計値（業種別）

[bookmark: _Ref62313451]表 ４-２‑１　排出量の将来推計値（業種別）
[image: ]
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[bookmark: _Ref62313386]図 ４-２‑２　排出量の将来推計値（種類別）

[bookmark: _Ref62313459]表 ４-２‑２　排出量の将来推計値（種類別）
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[bookmark: _Toc215215396]
処理状況の将来推計値
排出量に対する再生利用量、減量化量及び最終処分量の推計結果を、図 ４-３‑１及び表 ４-３‑１に示す。
再生利用率は令和６年度の31.1％から令和12年度は31.5％へ0.4ポイント増加、令和17年度は32.0％へ0.9ポイント増加した。減量化率は、令和６年度の66.1％から令和12年度は65.8％へ0.3ポイント減少、令和17年度は65.3％へ0.8ポイント減少した。最終処分率は、令和６年度の2.9％から令和12年度、令和17年度は2.8％へ0.1ポイント減少した。
[image: ]
[bookmark: _Ref62313594]図 ４-３‑１　再生利用率・減量化率・最終処分率の将来推計値

[bookmark: _Ref62313613]表 ４-３‑１　排出量に対する処理量の将来推計値
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[bookmark: _Toc215215397]
対策等を見込んだ場合の将来推計（令和12年度）
再生利用の進展等による対策の効果を推計した。
第２節及び第３節に示した排出及び処理量に関する将来推計値を基礎として、表 ４-４‑１に示す産業廃棄物の再生利用率等を推計条件として与え、令和12年度における排出量、再生利用量及び最終処分量等を推計した結果を表 ４-４‑２に示す。

[bookmark: _Ref62315197]表 ４-４‑１　対策の効果に関する推計条件
	
	対象
	再生利用率等

	発生を抑制し、再生利用を促進
	建設混合廃棄物
	建設混合廃棄物排出率を3.0％に抑制

	再生利用率の向上
	廃プラスチック類
	廃プラスチック類の再生利用率を、R6年度より4.3%向上




[bookmark: _Ref62315828]表 ４-４‑２　排出量に対する処理量の将来推計値
	区　分
	現計画
	令和12年度推計

	
	現計画
目標
(2025年度)
	令和６年度
実績
	単純将来
	建設混合廃棄物の発生抑制及び
廃プラスチック類の再生利用率向上
の対策を見込んだ場合の推計値

	排出量
	1,368万ﾄﾝ
	1,336万ﾄﾝ
	1,340万ﾄﾝ
(+0.3％)
	1,340万ﾄﾝ
(+0.3％)

	再生利用量
	－
	416万ﾄﾝ
	422万ﾄﾝ
	424万ﾄﾝ

	再生利用率
	33.2 ％
	31.1 ％
	31.5 ％
(+0.4ﾎﾟｲﾝﾄ)
	31.6 ％
(+0.5ﾎﾟｲﾝﾄ)

	中間処理による減量化量
	－
	883万ﾄﾝ
	881万ﾄﾝ
	881万ﾄﾝ

	最終処分量
	33.0万ﾄﾝ
	37.0万ﾄﾝ
	37.1万ﾄﾝ
(+0.1％)
	35.4万ﾄﾝ
(-4.3％)


（　）内は令和６年度に対する増減の割合である。
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（単位：万ｔ/年）

構成比 対6年比 構成比 対6年比 構成比 対6年比 構成比 対6年比

1,357 100% 1.02 1,336 100% 1.00 1,340 100% 1.00 1,337 100% 1.00

1 0% 0.49 1 0% 1.00 1 0% 1.01 1 0% 1.02

929 68% 0.96 967 72% 1.00 969 72% 1.00 964 72% 1.00

12 1% 0.87 14 1% 1.00 13 1% 0.94 13 1% 0.89

15 1% 1.13 13 1% 1.00 12 1% 0.90 11 1% 0.82

14 1% 1.94 7 1% 1.00 6 0% 0.92 6 0% 0.85

27 2% 1.02 27 2% 1.00 26 2% 0.99 26 2% 0.98

4 0% 1.20 4 0% 1.00 3 0% 0.98 3 0% 0.96

18 1% 1.17 16 1% 1.00 16 1% 1.03 16 1% 1.05

1 0% 2.05 0 0% 1.00 0 0% 1.03 0 0% 1.06

0 0% 0.01 3 0% 1.00 3 0% 0.98 3 0% 0.96

4 0% - - - -

0 0% 6.19 0 0% 1.00 0 0% 0.98 0 0% 0.96

19 1% 1.22 15 1% 1.00 15 1% 0.97 15 1% 0.95

18 1% 1.03 18 1% 1.00 18 1% 1.02 18 1% 1.03

25 2% 1.01 25 2% 1.00 22 2% 0.88 20 1% 0.78

231 17% 1.20 193 14% 1.00 201 15% 1.04 207 15% 1.07

4 0% 1.19 3 0% 1.00 3 0% 1.00 3 0% 1.00

0 0% 1.59 0 0% 1.00 0 0% 1.00 0 0% 1.00

4 0% 0.96 4 0% 1.00 4 0% 0.86 3 0% 0.74

0 0% 1.55 0 0% 1.00 0 0% 0.99 0 0% 0.99

27 2% 1.30 21 2% 1.00 21 2% 1.02 21 2% 1.04

3 0% 0.69 4 0% 1.00 4 0% 1.00 4 0% 1.00

0 0% 1.62 0 0% 1.00 0 0% 1.04 0 0% 1.07

※万トン単位で四捨五入しているため、内訳の計が合計と一致しないことがある。

動物系固形不要物

令和12年度（将来推計値）

水銀廃棄物

混合廃棄物

感染性廃棄物

廃石綿等

紙くず

木くず

繊維くず

廃アルカリ

廃プラスチック類

動物の死体

ばいじん

合計

燃え殻

汚泥

廃油

廃酸

金属くず

ゴムくず

動植物性残さ

ガラスくず等

鉱さい

がれき類

動物のふん尿

　　　　　　　　　　　　年度

種類

令和元年度（前回調査） 令和６年度（今回調査） 令和17年度（将来推計値）
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（単位：万ｔ/年）

構成比 対6年比 構成比 対6年比 構成比 対6年比 構成比 対6年比

1,357 100% 1.02 1,336 100% 1.00 1,340 100% 1.00 1,337 100% 1.00

440 32% 1.06 416 31% 1.00 422 31% 1.02 427 32% 1.03

877 65% 0.99 883 66% 1.00 881 66% 1.00 872 65% 0.99

40 3% 1.07 37 3% 1.00 37 3% 1.00 37 3% 1.00

※万トン単位で四捨五入しているため、内訳の計が合計と一致しないことがある。

令和12年度（将来推計値）

減量化量

最終処分量

　　　　　　　　　　　　年度

処理区分

令和元年度（前回調査） 令和６年度（今回調査）

再生利用量

令和17年度（将来推計値）

合計
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(A) (B) (C) (-) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J)

調査対象

事業所数

抽出

事業所数

抽出率 宛先不明

回収

事業所数

回収率

有効

回答数

集計活動量

指標値

集計廃棄物

発生量

推計廃棄物

発生量

捕捉率

(B)÷(A)×100

(D)÷（(B)-（-）)×100

＜万t＞ ＜万t＞

(H)÷(I)×100

267,349 15,210 5.7% 969 5,898 41.4% 5,710 － 1,206 1,367 88.2%

15 15 100.0% 0 6 40.0% 6 59 2 2 98.4%

28,218 3,141 11.1% 223 1,259 43.1% 1,209 3,962,881 259 335 77.5%

製造業 39,139 7,820 20.0% 491 2,796 38.1% 2,765 10,144,723 177 243 72.9%

食料品 1,691 660 39.0% 41 203 32.8% 203 1,088,881 28 35 81.5%

飲料・飼料 171 31 18.1% 1 11 36.7% 11 70,108 1 3 24.7%

繊維 3,044 375 12.3% 30 129 37.4% 129 96,546 0 1 36.5%

木材 478 69 14.4% 1 30 44.1% 30 51,540 2 3 62.7%

家具 1,238 138 11.1% 12 41 32.5% 39 16,531 0 1 11.0%

パルプ・紙 1,275 327 25.6% 22 119 39.0% 119 123,202 19 24 80.1%

印刷 3,042 513 16.9% 41 170 36.0% 170 132,517 1 4 32.1%

化学 1,227 536 43.7% 26 244 47.8% 240 1,613,135 45 46 96.5%

石油・石炭 81 15 18.5% 0 11 73.3% 11 692,551 3 9 36.2%

プラスチック 2,846 536 18.8% 35 184 36.7% 180 347,805 3 4 64.4%

ゴム 548 87 15.9% 2 17 20.0% 17 65,979 0 1 46.8%

皮革 523 48 9.2% 7 15 36.6% 15 4,525 0 0 19.7%

窯業・土石 687 152 22.1% 5 75 51.0% 73 94,167 11 14 78.7%

鉄鋼 1,213 459 37.8% 27 187 43.3% 181 941,112 38 52 73.1%

非鉄金属 603 118 19.6% 4 42 36.8% 42 375,772 2 6 41.1%

金属 7,963 1,580 19.8% 108 551 37.4% 549 1,151,602 14 19 71.3%

はん用機器 2,276 389 17.1% 17 144 38.7% 142 383,158 1 4 32.0%

生産用機器 4,023 689 17.1% 37 252 38.7% 247 1,184,234 4 8 51.6%

業務用機器 722 138 19.1% 10 53 41.4% 53 117,491 0 0 40.3%

電子部品 461 102 22.1% 6 38 39.6% 38 127,180 0 1 56.3%

電気機器 1,684 342 20.3% 22 115 35.9% 115 590,638 1 1 69.5%

情報通信機器 160 42 26.3% 8 10 29.4% 10 13,659 0 1 17.5%

輸送機器 985 213 21.6% 9 78 38.2% 77 818,879 3 6 43.7%

その他 2,198 261 11.9% 20 77 32.0% 74 43,511 0 1 17.8%

電気･水道業 200 200 100.0% 15 140 75.7% 137 － 758 758 100.0%

電気 75 75 100.0% 8 37 55.2% 37 － 0 0 100.0%

ガス 28 28 100.0% 5 12 52.2% 9 － 0 0 100.0%

熱供給 14 14 100.0% 0 10 71.4% 10 － 0 0 100.0%

上水道 47 47 100.0% 2 45 100.0% 45 － 79 79 100.0%

下水道 36 36 100.0% 0 36 100.0% 36 － 679 679 100.0%

情報通信業 701 88 12.6% 7 34 42.0% 31 7,538 0 0 25.4%

通信業 239 45 18.8% 3 15 35.7% 12 5,388 0 0 16.9%

新聞業 145 17 11.7% 1 9 56.3% 9 1,803 0 0 39.5%

出版業 317 26 8.2% 3 10 43.5% 10 347 0 0 12.3%

運輸業 10,452 666 6.4% 57 308 50.6% 303 47,577 1 4 31.1%

鉄道業 207 164 79.2% 8 117 75.0% 114 18,901 0 1 72.0%

道路旅客運送業 1,156 115 9.9% 14 43 42.6% 43 5,871 0 0 18.5%

道路貨物運送業 5,693 353 6.2% 34 128 40.1% 128 14,284 0 2 23.1%

上記以外の業種 3,396 34 1.0% 1 20 60.6% 18 8,521 0 1 23.9%

卸・小売業 92,491 781 0.8% 37 237 31.9% 233 61,537 2 8 19.0%

百貨店 19 3 15.8% 0 2 66.7% 2 1,000 0 0 30.0%

総合スーパー 94 34 36.2% 1 16 48.5% 14 9,467 0 0 41.5%

自動車小売業 3,955 246 6.2% 10 67 28.4% 65 3,321 0 2 11.9%

燃料小売業 1,304 354 27.1% 20 90 26.9% 90 2,182 0 0 20.8%

上記以外の業種 87,119 144 0.2% 6 62 44.9% 62 45,567 1 5 20.3%

不動産業・物品賃貸業 2,154 207 9.6% 13 73 37.6% 71 3,566 0 1 18.5%

物品賃貸業 2,154 207 9.6% 13 73 37.6% 71 3,566 0 1 18.5%

学術・専門 1,125 118 10.5% 3 79 68.7% 56 17,001 0 0 74.7%

学術・開発研究機関 445 104 23.4% 1 76 73.8% 53 16,856 0 0 74.9%

写真業 680 14 2.1% 2 3 25.0% 3 145 0 0 4.1%

46,574 459 1.0% 36 99 23.4% 95 10,504 0 6 2.6%

生活関連 2,538 80 3.2% 4 36 47.4% 36 2,523 1 1 74.6%

洗濯業 2,538 80 3.2% 4 36 47.4% 36 2,523 1 1 74.6%

教育・学習支援業 199 155 77.9% 3 114 75.0% 84 31,756 1 1 77.0%

高等教育機関 199 155 77.9% 3 114 75.0% 84 31,756 1 1 77.0%

医療・福祉 41,125 1,192 2.9% 61 587 51.9% 569 77,314 4 7 58.9%

病院 526 401 76.2% 10 221 56.5% 215 57,176 4 5 75.9%

一般診療所 7,703 288 3.7% 27 155 59.4% 152 1,841 0 1 1.9%

歯科診療所 5,331 201 3.8% 15 93 50.0% 93 624 0 0 1.5%

上記以外の業種 27,565 302 1.1% 9 118 40.3% 109 17,673 0 1 4.9%

サービス業 2,418 288 11.9% 19 130 48.3% 115 2,625 0 1 31.3%

注)

1.農業は、既存資料より集計のため、アンケートを送付していない。

2.各項目の数値は、四捨五入した値を使用しているため、総数と個々の合計とは一致しない場合がある。

3.｢0｣表示は、5,000t/年未満であることを示している。

（活動量指標の内容）建設業：元請完成工事高(百万円)　製造業：製造品出荷額等(百万円)　病院：病床数(床)　その他の業種：従業者数(人)

　　　　　　　　　　項目



　業種

合計

鉱業・採石業・砂利採取業

建設業

宿泊業・飲食サービス業
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（単位：万ｔ/年）

発生量 有償物量 資源化量

1,370 34 450

<1,408>

<51> <491>

直接再生利用量

再生利用量

3 416

(0.2%) (31.1%)

<9> <440>

〈31.5%〉

中間処理量 処理残さ量

1,324 441 413

(99.1%) (33.0%) (30.9%)

排出量 <1,339> <461> <431>

1,336 減量化量

(100.0%) その他量 883

<1,357> 0 (66.1%) 28

〈100.0%〉 <0> <877> (2.1%)

〈65.2%〉 <31>

直接最終処分量

最終処分量

9 37

(0.7%) (2.8%)

<9> <40>

〈3.2%〉

注1）（）は排出量に対する割合、＜＞はR元年度数値

注2）万トン単位で四捨五入しているため、内訳は合計に一致しないことがある。

注3）その他量とは、事業場内等で保管されている量のことである。

注4）直接最終処分量には、自己中間処理後に委託直接最終処分量を含まない。

中間処理後

再生利用量

中間処理後

最終処分量
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　　　　　　　　　業種

種類

合計 農業 鉱業 建設業 製造業

電気・

水道業

情報

通信業

運輸業

卸・小売

業

医療・福

祉

サービス

業

その他の

業種※

合計 1,336 3 2 334 211 758 0 4 8 7 1 9

燃え殻 1 0 1 0 0 0

汚泥 967 2 102 101 758 0 0 1 0 0 2

廃油 14 0 0 12 0 0 0 0 0 0 1

廃酸 13 0 13 0 0 0 0 0 0

廃アルカリ 7 0 7 0 0 0 0 0 0

廃プラスチック類 27 0 3 14 0 0 1 3 3 0 2

紙くず 4 1 2 0

木くず 16 8 5 0 0 2 0 0 0 0

繊維くず 0 0 0

動植物性残さ 3 3

ゴムくず 0 0 0 0 0 0 0

金属くず 15 0 5 8 0 0 0 1 0 0 1

ガラスくず等 18 10 7 0 0 0 0 0 0 0

鉱さい 25 0 25

がれき類 193 190 3 0 0 0 0 0 0

動物のふん尿 3 3

動物の死体 0 0

ばいじん 4 4 0

水銀廃棄物 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

混合廃棄物 21 0 13 3 0 0 1 1 0 0 2

感染性廃棄物 4 0 0 0 0 0 4 0

廃石綿等 0 0 0 0 0 0

※「その他の業種」は、物品賃貸業、学術研究・専門サービス業、宿泊業・飲食サービス業、生活関連サービス業、教育・学習支援業の合計値である。

※万トン単位で四捨五入しているため、内訳の計が合計と一致しないことがある。
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（単位：万ｔ/年）

1,336 (100%) 【98%】 1,357 (100%)

3 (0%) 【84%】 4 (0%)

334 (25%) 【91%】 366 (27%)

211 (16%) 【100%】 211 (16%)

758 (57%) 【101%】 752 (55%)

上水道業 79 (6%) 【98%】 81 (6%)

下水道業 679 (51%) 【101%】 670 (49%)

その他 0 (0%) 【6%】 1 (0%)

30 (2%) 【125%】 24 (2%)

※1.万トン単位で四捨五入しているため、内訳の計が合計と一致しないことがある。

   2.()内の数値：構成比

   3.【】内の数値：令和元年度比

電気・水道業

その他



合計

農業

建設業

製造業
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（本調査）

令和元年度

（前回調査）

　　　　　　　実態調査

業種
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1,336 (100%) 【98%】 1,357 (100%)

967 (72%) 【104%】 929 (68%)

14 (1%) 【115%】 12 (1%)

13 (1%) 【88%】 15 (1%)

7 (1%) 【52%】 14 (1%)

27 (2%) 【98%】 27 (2%)

16 (1%) 【85%】 18 (1%)

15 (1%) 【82%】 19 (1%)

18 (1%) 【97%】 18 (1%)

25 (2%) 【99%】 25 (2%)

193 (14%) 【84%】 231 (17%)

21 (2%) 【77%】 27 (2%)

20 (2%) 【95%】 21 (2%)

※1.万トン単位で四捨五入しているため、内訳の計が合計と一致しないことがある。

   2.()内の数値：構成比

   3.【】内の数値：令和元年度比

合計

汚泥

廃油

その他

ガラスくず等

鉱さい
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がれき類

混合廃棄物

令和元年度

（前回調査）

　　　　　　　実態調

査

令和６年度

（本調査）

廃酸

廃アルカリ

廃プラスチック類
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（単位：万ｔ/年）

　　　　　　　　　業種

種類

合計 農業 鉱業 建設業 製造業

電気・

水道業

情報

通信業

運輸業

卸・小売

業

医療・福

祉

サービス

業

その他の

業種※

合計 416 3 1 303 89 6 0 3 5 1 0 5

燃え殻 1 0 1 0 0 0

汚泥 105 1 86 12 6 0 0 0 0 0 0

廃油 6 0 0 6 0 0 0 0 0 0 0

廃酸 3 0 2 0 0 0 0 0 0

廃アルカリ 1 0 1 0 0 0 0 0 0

廃プラスチック類 18 0 2 10 0 0 1 3 1 0 1

紙くず 3 1 2 0

木くず 15 8 5 0 2 0 0 0 0

繊維くず 0 0 0

動植物性残さ 2 2

動物系固形不要物

ゴムくず 0 0 0 0 0 0

金属くず 14 0 4 8 0 0 0 1 0 0 1

ガラスくず等 16 9 6 0 0 0 0 0 0 0

鉱さい 24 0 24

がれき類 188 185 3 0 0 0 0 0

動物のふん尿 3 3

動物の死体

ばいじん 4 4

水銀廃棄物 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

混合廃棄物 12 7 2 0 0 1 1 0 0 1

感染性廃棄物 0 0 0 0 0 0 0

廃石綿等 0 0 0

※「その他の業種」は、物品賃貸業、学術研究・専門サービス業、宿泊業・飲食サービス業、生活関連サービス業、教育・学習支援業の合計値である。

※万トン単位で四捨五入しているため、内訳の計が合計と一致しないことがある。
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（単位：万ｔ/年）

　　　　　　　　　業種

種類

合計 農業 鉱業 建設業 製造業

電気・

水道業

情報

通信業

運輸業

卸・小売

業

医療・福

祉

サービス

業

その他の

業種※

合計 883 1 1 14 108 749 0 0 1 5 0 3

燃え殻 0 0

汚泥 849 1 14 83 749 0 0 1 0 0 2

廃油 8 0 0 7 0 0 0 0 0 0 1

廃酸 10 0 10 0 0 0 0 0 0

廃アルカリ 6 0 6 0 0 0 0 0 0

廃プラスチック類 4 0 2 0 0 0 0 1 0 0

紙くず 0 0 0 0

木くず 0 0 0 0 0 0 0 0

繊維くず 0 0 0

動植物性残さ 1 1

動物系固形不要物

ゴムくず 0 0 0

金属くず 0 0 0 0

ガラスくず等 0 0

鉱さい 0 0

がれき類 0 0

動物のふん尿 1 1

動物の死体 0 0

ばいじん

水銀廃棄物

混合廃棄物 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0

感染性廃棄物 3 0 0 0 0 0 3 0

廃石綿等

※「その他の業種」は、物品賃貸業、学術研究・専門サービス業、宿泊業・飲食サービス業、生活関連サービス業、教育・学習支援業の合計値である。

※万トン単位で四捨五入しているため、内訳の計が合計と一致しないことがある。
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（単位：万ｔ/年）

　　　　　　　　　業種

種類

合計 農業 鉱業 建設業 製造業

電気・水

道業

情報通信

業

運輸業

卸・小売

業

医療・福

祉

サービス

業

その他の

業種※

合計 37 0 0 16 13 4 0 1 1 1 0 1

燃え殻 0 0 0 0 0

汚泥 13 3 6 3 0 0 0 0 0 0

廃油 0 0 0 0 0 0 0 0 0

廃酸 1 0 1 0 0 0 0 0 0

廃アルカリ 0 0 0 0 0 0 0 0 0

廃プラスチック類 5 1 2 0 0 0 0 1 0 0

紙くず 0 0 0

木くず 1 0 0 0 0 0 0 0 0

繊維くず 0 0 0

動植物性残さ 0 0

動物系固形不要物

ゴムくず 0 0 0 0 0

金属くず 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ガラスくず等 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0

鉱さい 2 0 2

がれき類 4 4 0 0 0 0 0 0

動物のふん尿

動物の死体 0 0

ばいじん 0 0 0

水銀廃棄物 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

混合廃棄物 7 0 6 1 0 0 0 0 0 0 0

感染性廃棄物 0 0 0 0 0 0

廃石綿等 0 0 0 0 0 0

※「その他の業種」は、物品賃貸業、学術研究・専門サービス業、宿泊業・飲食サービス業、生活関連サービス業、教育・学習支援業の合計値である。

※万トン単位で四捨五入しているため、内訳の計が合計と一致しないことがある。
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（単位：万ｔ/年）

地域区分

種類

近畿

北海道

・東北

関東

北陸

・信越

中部

・東海

中国 四国

九州

・沖縄

合計 473 388 65 0 1 1 8 6 3 1

燃え殻 1 0 1 0 0 0 0

汚泥 136 112 14 0 0 0 5 3 0 1

廃油 14 7 5 0 0 0 0 1 0 0

廃酸 5 3 1 0 0 0 0 0 1 0

廃アルカリ 3 2 1 0 0 0 0 0 0 0

廃プラスチック類 25 19 5 0 0 0 0 0 0 0

紙くず 3 3 0 0 0 0 0 0 0

木くず 16 11 4 0 0 0 0 0 0

繊維くず 0 0 0 0

動植物性残さ 3 1 2 1 0 0 0

動物系固形不要物

ゴムくず 0 0 0

金属くず 15 14 1 0 0 0 0 0 0 0

ガラスくず等 17 13 4 0 0 0 0 0 0

鉱さい 24 21 3 0 0

がれき類 182 163 19 0 0 0 0

動物のふん尿

動物の死体 0 0

ばいじん 4 2 0 0 0 1

水銀廃棄物 0 0 0 0 0 0 0 0

混合廃棄物 20 15 4 0 1 0 0 0 0 0

感染性廃棄物 4 2 1 0 0 0 0 0

廃石綿等 0 0 0 0 0 0

※「その他の業種」は、物品賃貸業、学術研究・専門サービス業、宿泊業・飲食サービス業、生活関連サービス業、教育・学習支援業の合計値である。

※万トン単位で四捨五入しているため、内訳の計が合計と一致しないことがある。

※各地域に属する都道府県は31ページを参照。
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（単位：万ｔ/年）

地域区分

種類

近畿

北海道

・東北

関東

北陸

・信越

中部

・東海

中国 四国

九州

・沖縄

合計 12 8 3 0 1 0 0

燃え殻 0 0 0 0

汚泥 7 6 0 0 0 0 0

廃油 0 0 0 0 0 0

廃酸 0 0 0 0 0

廃アルカリ 0 0

廃プラスチック類 0 0 0 0 0 0

紙くず 0 0

木くず 0 0 0

繊維くず 0 0

動植物性残さ 0 0

動物系固形不要物

ゴムくず

金属くず 0 0 0

ガラスくず等 1 0 0 0 0 0

鉱さい 1 1 0 0 0

がれき類 2 0 1 0 0 0

動物のふん尿

動物の死体

ばいじん 0 0 0

水銀廃棄物 0 0 0

混合廃棄物 1 0 0 0 0 0 0

感染性廃棄物 0 0 0 0 0

廃石綿等 0 0 0 0 0

※「その他の業種」は、物品賃貸業、学術研究・専門サービス業、宿泊業・飲食サービス業、生活関連サービス業、教育・学習支援業の合計値である。

※万トン単位で四捨五入しているため、内訳の計が合計と一致しないことがある。
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（単位：万ｔ/年）

27 (100%) 【98%】 27 (100%)

3 (13%) 【80%】 4 (16%)

14 (52%) 【90%】 16 (57%)

1 (4%) 【144%】 1 (3%)

3 (12%) 【162%】 2 (7%)

3 (10%) 【138%】 2 (7%)

その他 2 (9%) 【87%】 3 (10%)

※1.万トン単位で四捨五入しているため、内訳の計が合計と一致しないことがある。

   2.()内の数値：構成比

   3.【】内の数値：令和元年度比

医療・福祉

運輸業・郵便業

卸売業・小売業

合計

建設業

製造業

　　　　　　　実態調査

業種

令和６年度

（本調査）

令和元年度

（前回調査）
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注1）（）は排出量に対する割合、＜＞はR元年度数値

4.6 < 6.5 >

注2）万トン単位で四捨五入しているため、内訳の計が合計と一致しないことがある。
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建設業 3.4 万t 建設業 2.1 万t

製造業 14.0 万t 製造業 9.8 万t
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建設業 1.2 万t
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運輸業 0.3 万t

卸売・小売業

0.3 万t
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0.1 万t

医療・福祉 0.5 万t
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（単位：万ｔ/年）

　　　　　　　　　業種

種類

合計 農業 鉱業 建設業 製造業

電気・水

道業

情報通信

業

運輸業

卸・小売

業

医療・福

祉

サービス

業

その他の

業種※

合計 16.8 0.2 12.6 0.0 0.0 0.0 0.1 3.7 0.0 0.2

廃油（引火性） 3.0 0.0 2.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1

廃酸（pH2.0以下） 3.2 0.0 3.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

廃アルカリ（pH12.5以上）

1.2 0.0 1.2 0.0 0.0 0.0 0.0

感染性廃棄物 3.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3.7 0.1

廃石綿等 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0

鉱さい（有害） 0.0 0.0 0.0

燃え殻（有害） 0.0 0.0

廃油（有害） 0.7 0.0 0.6 0.0 0.0 0.0 0.0

汚泥（有害） 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

廃酸（有害） 0.9 0.9 0.0 0.0 0.0 0.0

廃アルカリ（有害） 0.2 0.0 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

ばいじん（有害） 3.5 3.5 0.0

PCB等 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

廃水銀等（有害） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

※「その他の業種」は、物品賃貸業、学術研究・専門サービス業、宿泊業・飲食サービス業、生活関連サービス業、教育・学習支援業の合計値である。

※万トン単位で四捨五入しているため、内訳の計が合計と一致しないことがある。
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(24.8%)

廃油（引火

性）

1.0 

(13.6%)

その他

1.0 

(13.4%)

再生利用量

7.2      

(万ｔ/年)


image47.emf
（単位：万ｔ/年）

　　　　　　　　　業種

種類

合計 農業 鉱業 建設業 製造業

電気・水

道業

情報通信

業

運輸業

卸・小売

業

医療・福

祉

サービス

業

その他の

業種※

合計 7.2 0.0 6.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0 0.0

廃油（引火性） 1.0 0.0 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

廃酸（pH2.0以下） 1.8 0.0 1.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

廃アルカリ（pH12.5以上）

0.3 0.0 0.2 0.0 0.0 0.0

感染性廃棄物 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0

廃石綿等 0.0 0.0 0.0

鉱さい（有害） 0.0 0.0

燃え殻（有害） 0.0 0.0

廃油（有害） 0.0 0.0 0.0

汚泥（有害） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

廃酸（有害） 0.4 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0

廃アルカリ（有害） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

ばいじん（有害） 3.5 3.5

PCB等 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

廃水銀等（有害） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

※「その他の業種」は、物品賃貸業、学術研究・専門サービス業、宿泊業・飲食サービス業、生活関連サービス業、教育・学習支援業の合計値である。

※万トン単位で四捨五入しているため、内訳の計が合計と一致しないことがある。
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（単位：万ｔ/年）

地域区分

種類

近畿

北海道

・東北

関東

北陸

・信越

中部

・東海

中国 四国

九州

・沖縄

合計 15.3 7.7 2.8 0.1 0.0 0.1 0.7 1.7 2.0 0.3

廃油（引火性） 2.8 0.6 1.0 0.0 0.0 0.0 0.3 0.9 0.0 0.0

廃酸（pH2.0以下） 2.6 1.2 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.9 0.0

廃アルカリ（pH12.5以上）

0.7 0.4 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 0.0 0.0

感染性廃棄物 3.7 2.0 1.0 0.0 0.3 0.3 0.2 0.0

廃石綿等 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

鉱さい（有害） 0.0 0.0 0.0 0.0

燃え殻（有害） 0.0 0.0 0.0

廃油（有害） 0.7 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2

汚泥（有害） 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

廃酸（有害） 0.7 0.6 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

廃アルカリ（有害） 0.2 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0

ばいじん（有害） 3.5 2.5 0.1 0.0 0.0 0.9

PCB等 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

廃水銀等（有害） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

合計 大阪府内

大阪府外
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335 < 369 > 102 < 86 >

13 < 22 >
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注1）（）は排出量に対する割合、＜＞はR元年度数値

16 < 16 >

注2）万トン単位で四捨五入しているため、内訳の計が合計と一致しないことがある。
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(G1)自己未処理自己再生利用量 2
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府内： 0

府外： 2 注1）（）は排出量に対する割合。

注2）万トン単位で四捨五入しているため、内訳は合計に一致しないことがある。
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(50%) <50%> (42%) <39%> (52%) <53%> (6%) <8%> (0%) <0%>

24 < 23 > 6 < 6 >

12 < 8 > 2 < 3 >

10 < 9 > 2 < 2 >

8 < 13 > 1 < 2 >

6 < 7 > 1 < 0 >

6 < 4 > 0 < 1 >

5 < 4 > 1 < 9 >

18 < 16 >

注1）（）は排出量に対する割合、＜＞はR元年度数値

13 < 17 >

注2）万トン単位で四捨五入しているため、内訳の計が合計と一致しないことがある。
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廃プラスチック類

廃酸
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府内： 5

府外： 1 注1）（）は排出量に対する割合。

注2）万トン単位で四捨五入しているため、内訳は合計に一致しないことがある。
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合計 211 34 3 1 2 1 19 2 46 8 4 1 0 14 40 4 16 3 4 0 1 1 1 6 1

燃え殻 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0

汚泥 101 27 3 0 0 0 16 0 27 3 1 0 5 6 0 10 0 1 0 0 0 0 1 0

廃油 12 1 0 0 0 0 0 2 4 0 0 0 1 1 1 1 1 0 0 0 0 0 0

廃酸 13 0 0 0 0 0 0 9 0 0 0 0 2 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0

廃アルカリ 7 0 0 0 0 0 0 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

廃プラスチック類 14 3 0 1 0 0 1 0 1 1 3 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 1 0

紙くず 2 1 1

木くず 5 0 0 0 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

繊維くず 0 0

動植物性残さ 3 3 0 0

動物系固形不要物

ゴムくず 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

金属くず 8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0

ガラスくず等 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

鉱さい 25 0 0 22 0 0 0 0 0 3

がれき類 3 0 0 0 0 0 0 2 0 0 1 0 0 0 0 0 0

動物のふん尿

動物の死体

ばいじん 4 0 0 0 0 4 0 0 0 0 0

水銀廃棄物 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

混合廃棄物 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

感染性廃棄物 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

廃石綿等 0 0 0 0 0

※万トン単位で四捨五入しているため、内訳の計が合計と一致しないことがある。
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合計 89 8 2 0 2 1 3 2 3 4 2 0 0 11 33 2 5 2 3 0 0 0 0 3 1

燃え殻 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0

汚泥 12 3 2 0 0 1 0 1 0 0 0 2 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0

廃油 6 1 0 0 0 0 0 1 2 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0

廃酸 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0

廃アルカリ 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

廃プラスチック類 10 2 0 0 0 0 1 0 0 1 2 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0

紙くず 2 1 1

木くず 5 0 0 0 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

繊維くず 0 0

動植物性残さ 2 2 0 0

動物系固形不要物

ゴムくず 0 0 0 0

金属くず 8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0

ガラスくず等 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0

鉱さい 24 0 0 21 0 0 0 0 0 2

がれき類 3 0 0 0 0 2 0 0 1 0 0 0 0

動物のふん尿

動物の死体

ばいじん 4 0 0 4 0 0 0 0

水銀廃棄物 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

混合廃棄物 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

感染性廃棄物 0 0 0 0 0 0 0 0 0

廃石綿等 0 0

※万トン単位で四捨五入しているため、内訳の計が合計と一致しないことがある。
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農業 農業

鉱業、採石業、砂利採取業 鉱業

建設業 建設業

総合工事業 総合工事業

職別工事業（設備工事業を除く） 職別工事業

設備工事業 設備工事業

製造業 製造業

食料品製造業 食料品

飲料・たばこ・飼料製造業 飲料・飼料

繊維工業 繊維

木材・木製品製造業(家具を除く) 木材

家具・装備品製造業 家具

パルプ・紙・紙加工品製造業 パルプ・紙

印刷・同関連業 印刷

化学工業 化学

石油製品・石炭製品製造業 石油・石炭

プラスチック製品製造業(別掲を除く) プラスチック

ゴム製品製造業 ゴム

なめし革・同製品・毛皮製造業 皮革

窯業・土石製品製造業 窯業・土石

鉄鋼業 鉄鋼

非鉄金属製造業 非鉄金属

金属製品製造業 金属

はん用機械器具製造業 はん用機器

生産用機械器具製造業 生産用機器

業務用機械器具製造業 業務用機器

電子部品・デバイス・電子回路製造業 電子部品

電気機械器具製造業 電気機器

情報通信機械器具製造業 情報通信機器

輸送用機械器具製造業 輸送機器

その他の製造業 その他

電気・ガス･熱供給・水道業 電気・水道業

電気業 電気業

ガス業 ガス業

熱供給業 熱供給業

上水道業 上水道業

下水道業 下水道業

情報通信業 情報通信業

通信業 通信業

新聞業 新聞業

出版業 出版業

運輸業･郵便業 運輸業･郵便業

鉄道業 鉄道業

道路旅客運送業 道路旅客運送業

道路貨物運送業 道路貨物運送業

上記以外の業種 その他

卸売業・小売業 卸売業・小売業

百貨店，総合スーパー 百貨店

自動車小売業 自動車小売業

燃料小売業 燃料小売業

上記以外の業種 その他

不動産業、物品賃貸業 物品賃貸業

物品賃貸業 物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業 学術研究・専門業

学術・開発研究機関 学術・開発研究

写真業 写真業

宿泊業、飲食サービス業 宿泊業・飲食業

生活関連サービス業、娯楽業 生活関連業

洗濯業 洗濯業

教育，学習支援業 教育・学習業

高等教育機関 高等教育機関

医療，福祉 医療・福祉

病院 病院

一般診療所 一般診療所

歯科診療所 歯科診療所

上記以外の業種 その他

サービス業（他に分類されないもの） サービス業

自動車整備業 自動車整備業

業種名 図表中の標記（略称）
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合計 108 25 1 0 0 0 16 0 41 4 1 0 0 3 5 2 7 1 1 0 0 0 0 1 0

燃え殻 0 0

汚泥 83 24 1 0 0 0 15 0 25 2 1 0 2 4 0 6 0 1 0 0 0 1 0

廃油 7 0 0 0 0 0 0 2 1 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0

廃酸 10 0 0 0 0 0 0 9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

廃アルカリ 6 0 0 0 0 0 0 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

廃プラスチック類 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

紙くず 0 0 0

木くず 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

繊維くず 0 0

動植物性残さ 1 1 0 0

動物系固形不要物

ゴムくず 0 0 0 0 0

金属くず 0 0

ガラスくず等

鉱さい 0 0

がれき類

動物のふん尿

動物の死体

ばいじん

水銀廃棄物

混合廃棄物 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

感染性廃棄物 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

廃石綿等

※万トン単位で四捨五入しているため、内訳の計が合計と一致しないことがある。
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合計 13 0 0 1 0 0 1 0 1 0 1 0 0 1 2 0 4 0 0 0 0 0 0 1 0

燃え殻 0 0 0 0 0 0

汚泥 6 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 4 0 0 0 0 0 0 0

廃油 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

廃酸 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

廃アルカリ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

廃プラスチック類 2 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

紙くず 0 0 0

木くず 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

繊維くず 0 0

動植物性残さ 0 0 0 0

動物系固形不要物

ゴムくず 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

金属くず 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ガラスくず等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

鉱さい 2 1 0 0 0 0 0 1

がれき類 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

動物のふん尿

動物の死体

ばいじん 0 0 0 0 0

水銀廃棄物 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

混合廃棄物 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

感染性廃棄物 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

廃石綿等 0 0 0 0

※万トン単位で四捨五入しているため、内訳の計が合計と一致しないことがある。
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注1）（）は排出量に対する割合、＜＞はR元年度数値

4 < 2 >

注2）万トン単位で四捨五入しているため、内訳の計が合計と一致しないことがある。
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排出量 汚泥

金属くず 燃え殻

発生量 汚泥

廃油 混合廃棄物



金属くず



廃プラスチック類

その他 その他

資源化量 再生利用量 減量化量 最終処分量 その他量

汚泥 汚泥

金属くず 燃え殻

混合廃棄物 混合廃棄物

がれき類 木くず

廃プラスチック類 廃プラスチック類

廃油 ばいじん

その他

自己処分

委託処分

木くず その他

燃え殻

混合廃棄物
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注2）万トン単位で四捨五入しているため、内訳は合計に一致しないことがある。
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抽出方法

C

鉱業、採石業、砂利採取業 全数抽出

D

建設業

・従業員数30人以上　全数抽出

・従業員数30人未満　8％抽出

E

製造業

E09　食料品製造業

E10　飲料・たばこ・飼料製造業

E11　繊維工業

E12　木材・木製品製造業(家具を除く)

E13　家具・装備品製造業

E14　パルプ・紙・紙加工品製造業

E15　印刷・同関連業

E16　化学工業

E17　石油製品・石炭製品製造業

E18　プラスチック製品製造業(別掲を除く)

E19　ゴム製品製造業

E20　なめし革・同製品・毛皮製造業

E21　窯業・土石製品製造業

E22　鉄鋼業

E23　非鉄金属製造業

E24　金属製品製造業

E25　はん用機械器具製造業

E26　生産用機械器具製造業

E27　業務用機械器具製造業

E28　電子部品・デバイス・電子回路製造業

E29　電気機械器具製造業

E30　情報通信機械器具製造業

E31　輸送用機械器具製造業

E32　その他の製造業

F

電気・ガス・熱供給・水道業 -

F33　電気業

・従業員数5人以上　全数抽出

・従業員数5人未満　50%抽出

F34　ガス業 全数抽出

F35　熱供給業 全数抽出

F36　水道業 F361　上水道業 全数抽出

F363　下水道業 全数抽出

G

情報通信業 -

G37　通信業 従業員数30人以上　全数抽出

G41　映像・音声・文字情報制作業 G413　新聞業

・従業員数30人以上　全数抽出

・従業員数30人未満　４％抽出

G414　出版業

・従業員数30人以上　全数抽出

・従業員数30人未満　４％抽出

H

運輸業、郵便業 -

H42　鉄道業

・従業員数30人以上　全数抽出

・従業員数30人未満　10%抽出

H43　道路旅客運送業

・従業員数100人以上　全数抽出

・従業員数100人未満　２%抽出

H44　道路貨物運送業

・従業員数100人以上　全数抽出

・従業員数100人未満　３%抽出

上記以外の運輸業、郵便業 従業員数300人以上　全数抽出

I

卸売業、小売業 -

I56　各種商品小売業 I560　百貨店

I561　総合スーパーマーケット

I59　機械器具小売業 I591　自動車小売業

・従業員数30人以上　全数抽出

・従業員数30人未満　4％抽出

I60　その他の小売業 I605　燃料小売業

・従業員数10人以上　全数抽出

・従業員数10人未満　4%抽出

上記以外の卸売業、小売業 従業員数300人以上　全数抽出

K

不動産業、物品賃貸業 -

K70　物品賃貸業

・従業員数30人以上　全数抽出

・従業員数30人未満　4%抽出

L 学術研究、専門・技術サービス業 -

L71　学術・開発研究機関 従業員数30人以上　全数抽出

L74　技術サービス業（他に分類されないもの） L746　写真業 従業員数30人以上　全数抽出

M

宿泊業、飲食サービス業

・従業員数100人以上　全数抽出

・従業員数50人～99人　50%抽出

N 生活関連サービス業、娯楽業

-

N78　洗濯・理容・美容・浴場業 N78A.B　洗濯業

・従業員数50人以上　全数抽出

・従業員数30人～49人　50%抽出

O

教育、学習支援業 -

O81　学校教育 O816　高等教育機関

・従業員数30人以上　全数抽出

・従業員数30人未満　50%抽出

P

医療、福祉 -

P83　医療業 P831　病院

・従業員数100人以上　全数抽出

・従業員数100人未満　10%抽出

P832　一般診療所 4%抽出

P833　歯科診療所 4%抽出

上記以外の医療、福祉 従業員数100人以上　全数抽出

R

サービス業（他に分類されないもの） －

R89　自動車整備業

・従業員数20人以上　全数抽出

・従業員数20人未満　５%抽出

・従業員数30人以上　全数抽出

・従業員数30人未満　中分類業種別

の発生量を鑑みて抽出率8～30％を設

定して算出

従業員数100人以上　50％抽出

業種区分
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府内： 0

府外： 0 注1）（）は排出量に対する割合。

注2）万トン単位で四捨五入しているため、内訳は合計に一致しないことがある。
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